ドイツ・エアランゲン市と西宮市を事例とする市街地における太陽光発電設置の地理的要因の分析とそのポテンシャル評価 : GISによる空間統計分析を用いて by 辻田 百合菜 & Yurina Tsujita



























 先行研究の調査においては「ドイツ 太陽光発電 要因」、「太陽光発電 土地利用」、
「太陽光発電  住宅 地域特性」のキーワードを基に日本語の文献を検索するととも














































































また、区域 B では、持ち家に設置されやすいことが明らかになった。これは、区域 B
では借家の一つである公共住宅が多く、そこへの設置が進んでいない可能性が考えられる。
一方で、2011 年以降に設置が伸びた区域 B では、住宅購入時に太陽光発電を設置する傾




























合、約 3173 MWh となることが明らかになった。また、政策の優先順位を判断するため
に感度分析を行った結果、実行が比較的容易である「開発区画数が現段階でゼロの町丁目








では道路面積が広い地域、区域 B では 3 人以上世帯の割合が高い地域への設置が課題で
ある。そこで、全地域において大規模建物への設置を促進するために、FIT 制度の買取価
格区分を変更することを提案したい。現在日本の買取価格の区分は、発電設備が 10kW 未
満かそれ以上で分けられているが、建物設置型と地面設置型に分けた上で、規模ごとに価
格設定をすることで、中・大規模施設への設置を促進することが可能になる。 
また、区域 A では、道路幅員を確保した開発を行うことや、建築基準法に沿いながら
も、太陽光発電が設置しやすい屋根の形状・方向をスタンダードにすることが期待される。 
更に、区域 B では、ファミリー層が簡単に出資できるシステム作りを提案したい。特
に、ファミリー層が容易に関わることが可能な場として、学校が挙げられるため、学校へ
の設置を行う際に、保護者に出資を呼びかけてはどうだろうかエアランゲン市のケースで
は、地域 NGO が市民を巻き込み出資を行っていたが、学校と市が先頭に立って保護者か
らの出資を呼びかけることにより、ファミリー層が少額から容易に出資することができる
だろう。 
